
 

平成 29年度 市駅周辺等活性化推進部の運営方針 
＜担当事務＞ 

(1)枚方市駅周辺の再整備に係る企画、立案、調整及び実施に関

すること。 

(2)香里ケ丘中央公園及び香里ケ丘図書館並びにそれらの周辺の

整備に係る調整に関すること。 

(3)香里ケ丘図書館設計事業者選定審査会に関すること。 

＜部の職員数＞H29 年 4 月 1日現在 

正職員 10 名 

再任用職員 - 名 

任期付職員 - 名 

非常勤職員 - 名 

合計 10 名 

※他団体等への派遣職員、臨時職員を除く 

 

１．基本方針 

 

本市が持続的に発展するためには、人が集まるまちづくりを推進し、市民の定住、市外からの

転入促進につながる施策を展開していくことが必要です。 

平成 29 年度は、本市の中心市街地である枚方市駅周辺の魅力あるまちづくりを進めるため、

枚方市駅周辺再整備ビジョンのさらなる具体化に向け、新庁舎整備に関する今後の方針の策定な

どの取り組みを推進します。香里ケ丘地域の活性化に向け、香里ケ丘図書館の建て替えと隣接す

る香里ケ丘中央公園の再整備を一体的に進めるため、民間活力の導入を進めます。 

 

２．重点施策・事業 

 

（１）枚方市駅周辺再整備の推進 

目標 
本市の中心市街地である枚方市駅周辺地域の賑わいを取り戻し、まちの魅力を高める

ため、枚方市駅周辺再整備の早期実現化に向けた取り組みを進めます。 

取り

組み 

新庁舎の整備については、昨年度からの検討を踏まえ、⑤街区での国・府・市による

合同庁舎化による検討を進め、できる限り早い段階で今後の方針を示します。 

また、枚方市駅周辺再整備を円滑に進めるため、市街地再開発事業等の都市計画手続

きに必要となる現況平面図の作成などに取り組むとともに、大阪府住宅供給公社や京

阪ホールディングス株式会社などと連携して、③街区における市街地再開発事業の事

業化に向けた検討を進めます。その他街区については、引き続き地元検討組織等への

技術的支援を行います。 

市駅周辺の活性化を促進するため、北大阪商工会議所や事業者との連携によるエリア

マネジメントを推進します。 



 

 

平成 29 年度当初予算：15,084 千円 

 

（２）香里ケ丘地域のまちづくり 

目標 
香里ケ丘地域の活性化に向け、香里ケ丘図書館の建て替えと隣接する香里ケ丘中央公

園の再整備などのまちづくりの取り組みを推進します。 

取り

組み 

香里ケ丘図書館の建て替えと香里ケ丘中央公園の再整備については、整備後の活用も

踏まえ一体的に進めます。 

民間ノウハウを活用し、プロポーザル方式により設計事業者を選定するとともに図書

館の設計とあわせて、香里ケ丘地区の再生や図書館、公園の両施設の機能連携強化に

向けた考え方についての提案も求め、香里ケ丘中央公園の再整備にも生かしていきま

す。 

また、香里ケ丘地区でのまちづくりが本市の活性化のモデルケースとなるよう包括連

携協定を締結した UR 都市機構と連携した取り組みを推進します。 

平成 29 年度当初予算：2,868 千円（社会教育部予算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化芸術拠点 
まちなか交流拠点 

広域駅前拠点 

生活サポート拠点 ①街区 

②街区 

③街区 

④街区 

⑤街区 

 

枚方市駅周辺再整備の取り組み箇所図 



 

３．行政改革・業務改善 

 

◆業務改善のテーマ・目標 

テーマ 取り組み内容・目標 

効率的な業務処理による 

業務効率の向上 

業務効率の向上に向け、職場の整理整頓、書類等の適正な管理、 

仕事の流れや人の動線を考えた書類の収納や机・書庫の配置を行 

う。また、仕事の優先順位を考え、所属職員相互の連携を図るよ 

う努めます。 

組織内での幅広い議論に

よる事務執行の向上 

新たな取り組みや課題に係る企画等について、組織内で幅広く議

論し、事務執行の向上を図ります。 

 

４．予算編成・執行 

 

◆枚方市駅周辺再整備ビジョン推進事業の推進に向けた取り組みとして、現況平面図を作成する

ための測量委託を行います。 

◆香里ケ丘図書館の建て替えや香里ケ丘中央公園の再整備については、プロポーザル方式による

事業者を選定するため、選定審査会を開催します。 

 

５．組織運営・人材育成 

 

◆部内職員一人ひとりが常に「効率化」を考え、業務の進め方を見直し実践することで、効率的 

な組織運営を図ります。 

◆事務内容や新たな取り組み課題に係る企画等について、組織内に知識・認識等の共有化を図り、

計画的な事務執行に繋げ、自らが考え行動する自律型職員の育成を図ります。 

 

６．広報・情報発信 

 

◆公開対象となっている会議録や計画策定に関する情報については、随時ホームページ等を活用 

したきめ細かな情報発信に努めます。 

 


